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第１章　計画の基本的事項

１．１　地球温暖化問題

（１）地球温暖化のメカニズム

地球は、太陽光が地表面に届くことによって暖められ、暖められた地表面からは赤外線

（熱）を宇宙に放ちます。その熱を二酸化炭素などの温室効果ガスが吸収することで、大気が

暖められています。

　もし、温室効果ガスがなければ、地表面から放たれた熱は大気を素通りしてしまい、地球の

平均気温は－19℃になるといわれています。とくに日の当らない夜間は、極端に気温が低下し

てしまいます。温室効果ガスのおかげで、多くの生物が生存しやすい環境（平均気温 14℃）

に保たれてきました。

　ところが、産業革命以降、人間が石油や石炭等の化石燃料を大量に燃やして使用するように

なり、温室効果ガスを大量に排出してしまいました。このため、大気や地表に熱がとどまり、地

表面の温度が上昇する「地球温暖化」が起きています。

（２）地球温暖化の影響

　1906 年～2005 年までの 100 年間で世界平均気温は 0.74℃上昇しました。とくに、最近 50 年

の気温上昇は、過去 100 年の上昇速度のほぼ 2 倍で、近年は温暖化が加速しています。

　その結果、極域の氷河と山岳氷河が溶け、海水の膨張も原因として、世界平均海面水位は 20
世紀の 100 年間で 17cm 上昇したと推計されています。すでに海抜の低い島では、島民の移住

が始まっているところもあります。

　また、予測によると、最も気温上昇の大きいシナリオでは、2100 年に平均気温は 2.4℃～

6.4℃上昇し、平均海面水位は 0.26～0.59cm 上昇するとされています。その影響として、世界各

地の水不足、農作物の収量減少、暴風雨による被害、海面上昇による海岸侵食、海洋の酸性化、

感染症の増加等があるとされています。生態系への影響としては、生息域・生息数の変化、種

の絶滅リスクの増加等が懸念されています。

　日本においても、洪水や土砂災害の増加、森林の北方への移動と衰退、稲作への影響、高潮災

害の拡大や沿岸部での液状化リスクの増大、熱中症・感染症患者の増大といった様々な影響

が現れると予測されています。

出典元：経済産業省ホームページ
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１．２　計画改定の趣旨

（１）地球温暖化をめぐる動向

　地球温暖化問題をめぐる国際的な動きとして、平成 4（1992）年 5月に地球温暖化防止のた

め「大気中の温室効果ガスの濃度を安定化させること」を目的に「気候変動枠組条約」が採択さ

れ、平成 6 年（1994 年）3月に同条約は発効しました。

　平成 9 年（1997 年）12月、気候変動枠組条約第 3回締約国会議（COP3）が京都市で開催

され、「京都議定書」が採択され、平成 17 年（2005 年）2月に発効しています。京都議定書では、

先進国に温室効果ガスの削減目標や目標期間、目標達成に向けた国際的な仕組みの導入など

が規定されました。わが国は平成 20 年（2008 年）から平成 24 年（2012 年）の間に温室効果

ガスを平成 2 年（1990 年）比で 6％削減することが義務づけられています。

　このような国際的な動きを受けて、わが国では平成 10 年（1998 年）に「地球温暖化対策の

推進に関する法律」（以下、温対法という）が制定されました。その後、京都議定書の発効を受

けて、平成 17 年（2005 年）4月に｢京都議定書目標達成計画｣が定められ、温対法 20条の 3 第

1 項において、地方公共団体は、自らの事務・事業に関して温室効果ガス排出抑制のための計

画（実行計画）を策定することが義務づけられました。

（２）甲賀市のこれまでの取り組み

甲賀市役所では、「市の実施する事務・事業」について、温室効果ガスの排出実態や削減対策、

さらに削減目標等について検討を行い、平成 19 年（2007 年）3月に「甲賀市地球温暖化対策

実行計画」（ラブアースこうか 2007：以下、前計画という）を策定しました。

前計画は、平成 19 年度から平成 23 年度を計画期間とし、温室効果ガスの排出量を平成 17
年度（2005 年度）比で 10％削減する目標を定め、各部局で目標値達成に向け、取り組みを進

めてきました。平成 22 年度（2010 年度）は 8.5%削減で、目標値 10%には達していませんが、

最終年度である平成 23 年度（2011 年度）は、夏期・冬期に重点的な省エネ対策を実施し、目

標値を達成できるよう徹底した取り組みを進めています。

前計画が、平成 23 年度（2011 年度）に計画期間を終了することに伴い、近年の関連法の改

正や技術向上等をふまえ、前計画を改定し、温室効果ガス排出量の削減に引き続き取り組んで

いきます。
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１．３　計画の目的

本計画は、甲賀市役所のすべての事務・事業に関し、温対法に基づく温室効果ガスの排出抑

制措置、エネルギーの使用の合理化に関する法律（以下、省エネ法という）に基づくエネルギ

ー使用等の合理化措置、及びグリーン購入法の趣旨に則った物品購入の実施により、持続可能

な低炭素社会・循環型社会の構築を目指した取り組みを推進します。

市の率先行動により、市民、事業者に対して環境に配慮した自主的な取り組みを促します。
　

　１．４　計画の期間

計画の期間は、平成 24 年度（2012 年度）から平成 28
年度（2016 年度）までの 5 年間とし、計画期間中におい

ても目標の達成状況や社会情勢の変化、技術の進捗状況

を踏まえ、必要に応じて見直しをすることとします。

なお、基準年度は平成 22 年度（2010 年度）とします。

１．５　計画の対象範囲

前計画では、公立学校、指定管理施設、上下水道施設を対象外としていましたが、省エネ法の

改正により、甲賀市の市長部局（上下水道施設、指定管理施設含む）と教育委員会（公立学校、

指定管理施設含む）が報告対象となったことから、本計画の対象に含めます。ただし、外部へ

委託する事業・工事、及び市が出資している法人等の事務事業は、本計画の対象範囲外としま

す。なお、その排出形態から「事務系」と「事業系」に分けて管理します。

本計画の対象範囲とする組織および施設を、表 1-5-1 に示します。

　　　　　　　　　　　　　　　事務系　　　　　　　　　　　　　　　事業系

表 1-5-1．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成 24 年 3月現在
所管部局(※) 所管課(※) 施設名称

市長直轄組織 危機管理課 消防・防災施設

総合政策部

水口町域市民センター 水口町内の地域市民センター(6ヶ所)

土山町域市民センター 土山町内の地域市民センター(4ヶ所

甲賀町域市民センター 甲賀町内の地域市民センター(3ヶ所)

甲南町域市民センター 甲南町内の地域市民センター(5ヶ所)

信楽町域市民センター 信楽町内の地域市民センター(5ヶ所)

総務部 公有財産管理室 水口庁舎

市民環境部
生活環境課 甲賀斎苑、不燃物処理場(5ケ所)、防犯灯、公衆便所

人権推進課 会館(4ヶ所)、教育集会所(8ヶ所)

計画期間

平成２４年度～平成２８年度

（ 2012 年度）（ 2016 年度）

基準年度

平成２２年度

（ 2010 年度）

本計画の対象範囲

前計画の対象範囲

甲賀市の事務事業

市管理

右記を除く

公立学校

指定管理施設

上水道施設

下水道施設
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健康福祉部

社会福祉課 社会福祉センター、子育て支援センター(5ケ所)

こじか教室 こじか教室

健康推進課 保健センター(5ケ所)

産業経済部

商工政策課 信楽伝統産業会館、勤労青少年ホーム

観光戦略推進室 観光施設等

農業振興課 鮎河農村広場、保良の宮

林業振興課
林業交流センター、やまびこドーム、上野ドーム、愛

宕山森林管理棟、古城山トイレ

建設部 建設管理課 公園施設、水口スポーツの森、みなくち子どもの森

上下水道部

上水道業務課 水道施設

下水道管理課
下水道施設(2ヶ所)、農業集落排水処理施設(24ヶ

所)、希望ヶ丘第１・第２処理場

医療機関
水口医療センター 水口医療センター

信楽中央病院 信楽中央病院

教育委員会

教育総務課 小学校(23校)、中学校(6校)

学校教育課
水口学校給食センター、東部学校給食センター、信

楽学校給食センター

社会教育課 図書館(5館)、公民館(14館)、かふか生涯学習館

こども未来課 保育園(17園)、にこにこ園(4園)、幼稚園(2園)

文化スポーツ振興課

水口体育館、岩上体育館、甲南Ｂ＆Ｇ海洋センター、

信楽プール、碧水ホール、甲南情報交流センター、あ

いこうか市民ホール

歴史文化財課
水口歴史民俗資料館、土山歴史民俗資料館、甲南ふ

れあいの館、紫香楽宮跡関連遺跡群調査事務所

各部局 各課 指定管理施設

(※)所管部局・課は、施設を所有する組織ではなく、運用管理を実施する組織を記載します。

１．６ 　計画の対象とする温室効果ガス

本計画の対象とする温室効果ガスは、「地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく地方公

共団体の事務及び事業に係る温室効果ガス総排出量算定方法ガイドライン」（平成 23 年 10
月、環境省地球環境局改定）に基づき、全ての二酸化炭素（CO2）、下水処理により発生する

メタン(CH4)及び一酸化二窒素（N2O）の 3種類とします（表 1-6-1）。

なお、下水処理以外で発生するメタン(CH4)及び一酸化二窒素（N2O）については排出割合

が 1％未満と量が少ないこと、代替フロン等 3ガス（ハイドロフルオロカーボン(HFC)、パー

フルオロカーボン（PFC）、六ふっ化硫黄（SF6）)については、把握が困難であることから、

本計画の対象外とします。

表 1-6-1．　対象とする温室効果ガス

ガス種 例 本計画 前計画

ＣＯ 2 電気、ガス、石油（重油、灯油、車ガソリン等） ○ ○

ＣＨ 4 下水等処理に伴う排出ガス、車等の排気ガス △ ○

Ｎ 2 Ｏ 下水等処理に伴う排出ガス、車等の排気ガス △ ○

ＨＦＣ 空調、冷蔵庫、車のエアコンからの漏洩等 × ×

ＰＦＣ PFC が使用されている冷媒製品からの漏洩等 × ×

ＳＦ 6 変電設備の部品等に封入 × ×

（○：対象とする　△：下水処理発生分のみ対象　×：対象外）
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第２章　温室効果ガス排出状況

２．１　排出量の算定

　本計画及び前計画では、以下の計算式で温室効果ガス排出量の算定を行います。以下、平成 22

年度の温室効果ガス排出状況を示します。

　（算定方法）

（□は一定の係数を、○は対策により抑制できる変数を表します。）

（用語説明）

①温室効果ガス総排出量：各温室効果ガス排出量を温暖化に与える影響から、二酸化炭素

(ＣＯ 2)の排出量に換算したものの合計。

②活動量　：温室効果ガスを排出させる活動の量。

（例：電気、液化石油ガス(ＬＰＧ)、灯油等の消費量、下水等の処理量）

③排出係数：「温暖化対策推進法」施行令第 3条（平成 22年 3月 3日一部改正）の係数を基

本としました（第 6章－6．1　排出量算定に係る係数　に記載）。

④地球温暖化係数：各温室効果ガス排出量の温暖化に与える影響を、二酸化炭素(ＣＯ 2)＝1

として相対的に表した係数。メタン(ＣＨ 4)＝21　一酸化二窒素(Ｎ 2Ｏ)＝310

温室効果ガス

総排出量
②活動量 ③排出係数 ④地球温暖化係数

各温室効果ガス排出量

①

5
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２．２　全体の排出量と経年推移

（全体の排出量）

平成 22年度（基準年度）において、甲賀市の事務・事業から発生した温室効果ガス総排出

量は、二酸化炭素(ＣＯ 2)換算で 10,680tであり、このうち二酸化炭素が 88%を占めています。

表 2-2-1．ガス種別の温室効果ガス排出量

温室効果ガス種
排出量

（t）

地球温暖化

係数

ＣＯ 2 換算量

(t-CO2)
排出割合

二酸化炭素（ＣＯ 2） 9,353

×
1

＝
9,353 87.6%

メタン（ＣＨ 4） 45 21 949 8.9%

一酸化ニ窒素（Ｎ 2 Ｏ） 1 310 378 3.5%

合計 10,680 100.0%

基準となる平成 22年度の温室効果ガスの

総排出量は、二酸化炭素に換算して

　　　　　　　　　　　　　　　です。

（全体の排出量の経年推移）

温室効果ガス排出量の経年推移を下図に示します。なお、前計画と本計画では、対象とする

ガス・範囲・項目が異なります（第６章－６．２　前計画と本計画の内容変更による排出量

の差を参照）。また、指定管理施設と公立学校からの排出量は、平成２１年度からの把握分を

反映しています。

事務系の市管理分については減少傾向にありますが、事業系の上下水道施設については増

加傾向にあります。指定管理施設や公立学校については、把握年数が少なく評価できませんが、

全体としては横ばいに推移しています。

10，680 ｔ-CO2

図2-2-1．温室効果ガス
排出割合(ガス種別：H22)

N2O
3.5%CH4

8.9%

CO2

87.6%

温室効果ガス
総排出量
10,680t
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２．３　事業分類別の排出量

　事業分類別の温室効果ガス排出量では、事務系（市管理、公立学校、指定管理施設）が 60%、

事業系（上下水道施設）が 40%を占めています。

表 2-3-1．事業分類別の温室効果ガス排出量 (単位：t-CO2)

事業分類 管理区分 CO2 CH4 N2O 合計 構成比

事務系

市管理 4,087 　 　 4,087 38%

公立学校 1,197 　 　 1,197 11%

指定管理施設 1,145 　 　 1,145 11%

小計 6,429 　 　 6,429 60%

事業系 上下水道施設 2,924 949 378 4,252 40%

合計 9,353 949 378 10,680 100%

（四捨五入の関係で合計値が合致しない場合があります。）

市管理
38%

上下水道
施設
40%

指定管理
11%

公立学校
11% 事務系

60%

図2-3-1．事業分類別の温室効果ガス
排出割合(H22)

事業系
40%
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２．４　活動要因別排出量

　活動要因別の温室効果ガス排出量を示します。

（事務系）

庁舎・施設の管理・稼動からの排出が多く、その内訳は電気(55％)、灯油(18％)、液化

石油ガス(12％)、A重油(10％)、軽油(0％)の順に排出されています。

（事業系）

　　　事業活動に伴うものとしては、電気が多く(上水道42％、下水道 27%)、次いでし尿等の

処理(30％)から排出されています。

（全体）

　　　全体として、電気(61％)が多く、し尿等の処理(12％)、灯油(11％)、液化石油ガス(7％)、

A重油(6％)の順に排出されています。

表 2-4-1．活動要因別の温室効果ガス排出量 (単位：t-CO2)

事業分類 活動要因 ガス種
温室効果ガス

排出量
構成比

事務系

庁舎・施設の

管理・稼動

電気 CO2 3,581 34%

灯油 CO2 1,132 11%

液化石油ガス CO2 799 7%

Ａ重油 CO2 628 6%

軽油（車以外） CO2 2 0%

小計 6,141 57%

車両等の使用

ガソリン CO2 250 2%

軽油（車） CO2 37 0%

小計 287 3%

事業系
事業活動に

伴うもの

電気(上水道) CO2 1,760 16%

電気(下水道) CO2 1,164 11%

液化石油ガス CO2 0 0%

下水の処理 CH4、N2O 56 1%

し尿等の処理 CH4、N2O 1,271 12%

小計 4,252 40%

合計 10,680 100%

（四捨五入の関係で合計値が合致しない場合があります。）

図 2-4-1 ．活動要因別の温室効果ガス排出量
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２．５　部局別の排出量

部局別の温室効果ガスでは、水道施設・下水道施設を所管する上下水道部からが最も多く、

給食センターや公立学校、図書館、幼稚園・保育園等を所管する教育委員会が次いで多く排出

し、この 2部局で全体の 70％を占めています。

表 2-5-1．部局別の温室効果ガス排出量（t-CO2）

部局名 CO2 CH4 N2O 合計 構成比

市長直轄組織 57 　 　 57 1%

総合政策部 622 　 　 622 6%

総務部 274 　 　 274 3%

市民環境部 289 　 　 289 3%

健康福祉部 165 　 　 165 2%

産業経済部 112 　 　 112 1%

建設部 163 　 　 163 2%

上下水道部
オフィス 33 　 　 33 0%

上下水道施設 2,924 949 378 4,252 40%

会計管理者補助組織 0 　 　 0 0%

各事務局 1 　 　 1 0%

医療機関 354 　 　 354 3%

教育委員会
公立学校除く 2,017 　 　 2,017 19%

公立学校 1,197 　 　 1,197 11%

指定管理施設（各部局） 1,145 　 　 1,145 11%

合計 9,353 949 378 10,680 100%

（四捨五入の関係で合計値が合致しない場合があります。）
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２．６　施設別の排出量

施設別の温室効果ガスでは、下水道施設が 23％、水道施設が 17％を占め、合わせて 4割近くが事業系の施設から排出されています。その次

に、公立学校、指定管理施設が続きます。これらは多くの施設をまとめた数値で、それぞれ約 11％ずつで合わせて 22％とかなりの割合を占め

ています。また、図書館、幼稚園・保育園、ホール施設も比較的高い割合(8％)を占めていますが、これらの施設は市民向けのサービスを主と

して行っており、施設利用者に配慮した対策を進める必要があり、排出量の大幅な削減は比較的難しいと考えられます。

発生源別にみると、電気が 6割を占めています。これは、どの施設でも使用するものであり、有効な対策を検討・実施する必要があります。

また、空調施設の燃料にＣＯ２排出係数の高い化石燃料（Ａ重油や灯油）を使用している水口庁舎や甲南庁舎については、空調施設の改善

を検討する必要があります。
　表 2-6-1．施設別の温室効果ガス排出量（t-CO2）
所管部局 所管課 施設等の名称 電気 灯油 液化石油ガス A重油 ガソリン 軽油 下水の処理 し尿等の処理 合計 構成比(％)
上下水道部 下水道管理課 下水道施設 1,164 0 0 0 0 0 56 1,271 2,492 23.3%
上下水道部 上水道業務課 水道施設 1,760 0 0 0 0 0 1,760 16.5%
教育委員会（公立学校） 学校教育課 公立学校 852 327 18 0 0 0 1,197 11.2%
指定管理（各部局） 指定管理（各課） 指定管理施設 473 23 432 217 0 0 1,145 10.7%
教育委員会（公立学校除く） 学校教育課 給食センター 231 385 59 204 1 6 885 8.3%
総合政策部 甲南支所 甲南庁舎 256 97 1 0 2 0 356 3.3%
教育委員会（公立学校除く） 社会教育課 図書館 140 128 31 0 6 0 305 2.9%
教育委員会（公立学校除く） こども未来課 幼稚園・保育園 224 22 26 0 1 1 275 2.6%
教育委員会（公立学校除く） 文化スポーツ振興課 ホール 154 28 39 46 1 0 269 2.5%
総務部 財政課 水口庁舎 123 0 2 70 62 11 269 2.5%
市民環境部 生活環境課 甲賀斎苑 117 0 101 0 1 0 220 2.1%
医療機関 信楽中央病院 信楽中央病院 160 0 6 36 2 0 204 1.9%
総合政策部 土山支所 土山地域市民センター 68 99 2 0 5 0 174 1.6%
教育委員会（公立学校除く） 社会教育課 公民館 141 7 2 0 4 0 153 1.4%
医療機関 水口医療センター 水口医療センター 97 0 17 33 4 0 150 1.4%
健康福祉部 健康推進課 保健センター 47 0 16 21 18 0 102 1.0%
その他 各課 各所属・施設 4 0 0 0 90 2 95 0.9%
教育委員会（公立学校除く） 文化スポーツ振興課 スポーツ施設 77 1 0 0 1 0 79 0.7%
建設部 建設管理課 スポーツの森 56 0 0 0 2 0 58 0.5%
産業経済部 商工政策課 勤労青少年ホーム 24 0 34 0 0 0 57 0.5%
総合政策部 信楽支所 信楽地域市民センター 48 0 0 0 8 0 56 0.5%
建設部 建設管理課 公園施設 46 0 0 0 8 0 54 0.5%
市民環境部 人権推進課 会館・教育集会所 29 6 9 0 8 0 53 0.5%
市長直轄組織 危機管理課 消防・防災施設 19 0 4 0 19 10 52 0.5%
建設部 建設管理課 こどもの森 43 1 0 0 1 0 45 0.4%
健康福祉部 社会福祉課 社会福祉センター 42 0 0 0 0 0 42 0.4%
総合政策部 甲賀支所 甲賀大原地域市民センター 33 0 0 0 3 0 36 0.3%
産業経済部 商工政策課 信楽伝統産業会館 35 0 0 0 0 0 35 0.3%
市民環境部 生活環境課 不燃物処理場・防犯灯等 22 0 0 0 3 8 34 0.3%
教育委員会（公立学校除く） 歴史文化財課 資料館 8 3 0 0 1 0 12 0.1%
健康福祉部 社会福祉課 子育て支援センター 7 2 0 0 0 0 10 0.1%
健康福祉部 こじか教室 こじか教室 5 1 0 0 1 0 7 0.1%

6,505 1,132 799 628 250 39 56 1,271 10,680 100%
60.9% 10.6% 7.5% 5.9% 2.3% 0.4% 0.5% 11.9% 100%

合計
（活動要因別の比率）
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第３章　計画の目標

３.１　削減目標の設定

　温室効果ガスの排出量を削減するため、削減目標数値をかかげて取り組みます。

　削減目標値の内訳は下表のとおりとします。

　なお、施設の改築等による排出量の増加や、降水量の増加による下水・し尿処理からの増

加等については、原単位（床面積や処理量あたりの温室効果ガス排出量）を削減するように

対策を実施します。

　また、サービスの増加等による排出量の増加を考慮し、対策による目標削減率の合計は

11.1％と削減目標値(10％)を上回る値に設定しています。

表 3-1-1．活動要因別の温室効果ガス排出量と削減目標値　　　(単位：t-CO2)

事業分類 活動要因
H22

【基準値】

H28

【目標値】

CO2

増減量

CO2

増減率
検討項目(※)

事務系

庁舎・施設

の管理・稼

動

電気 3,581 3,069 -512 -4.8% 4-1-(1)・(4)・(5)

灯油 1,132 1,009 -124 -1.2% 4-1-(2)・(5)

液化石油ガス 799 719 -79 -0.7% 4-1-(2)・(5)

Ａ重油 628 321 -307 -2.9% 4-1-(2)・(5)

軽油（車以外） 2 2 0 0.0%

小計 6,141 5,119 -1,022 -9.6%

車両等の

使用

ガソリン 250 217 -33 -0.3% 4-1-(3)

軽油（車） 37 33 -4 0.0% 4-1-(3)

小計 287 250 -37 -0.3%

事業系
事業活動

に伴うもの

電気(上水道) 1,760 1,741 -19 -0.2% 4-1-(4)・(5)

電気(下水道) 1,164 1,051 -113 -1.1% 4-1-(1)・(4)・(5)

液化石油ガス 0 0 0 0.0% 4-1-(2)

下水の処理 56 56 0 0.0%

し尿等の処理 1,271 1,271 0 0.0%

小計 4,252 4,120 -132 -1.2%

合計 10,680 9,490 -1,191 -11.1% 　

（四捨五入の関係で合計値が合致しない場合があります。）

※検討項目については、現時点で考えられる対策を示したもので、必ず実施する対策だけを挙げているものではありません。

今後の技術発展やコスト・経済情勢等により変化します。

図3-1-1．温室効果ガス削減目標

9,61210,680

1,068

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

H22
基準年度

H28
目標年度

(t-CO2)

▲10%
削減

 温室効果ガスの削減目標

　平成 22 年度 (2010 年度 )比

▲１０％

　目標年度：平成 28 年度 (2016 年度 )
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第４章　計画の取り組み内容

持続可能な低炭素社会・循環型社会の構築を目指し、以下の取り組みを実施します。

図 4-1．取り組みの体系図

13

　　①スマートオフィス活動 ３２５ｔ-CO2

　　②高効率ランプ、高輝度誘導灯、

　　LED照明への更新

 　1.LEDランプへの交換 ６９ｔ-CO2

 　2.屋外灯のLED照明への更新・新設 １３ｔ-CO2

 　3.特殊反射板付き蛍光灯への交換 １２２ｔ-CO2

 　4.セラミックハライドランプへの交換 ３５ｔ-CO2

 　5.高輝度誘導灯への更新 １５ｔ-CO2

　　③デマンド監視システムの導入

　　による電気使用量の見える化

　　④水中汚水ポンプの高効率

　　・高通過性のポンプへの更新

　　①温室効果ガスの排出の

　　少ない空調設備の導入

　　②温室効果ガスの排出の

　　少ない給湯設備の導入

　　③温室効果ガスの排出の

　　少ない厨房設備の導入

　　①公用車のエコドライブ ２９ｔ-CO2

　　②低公害車の導入 ８ｔ-CO2

　　①太陽光発電システム ３５ｔ-CO2

　　②その他自然エネルギーの導入 ２１ｔ-CO2

(1)廃棄物の減量化

・資源化の推進

(2)物品の適正利用

及びグリーン購入の推進

(3)紙の適正利用

と購入量の削減

(5)公共工事における

環境配慮・建築廃材の

適正処理

(4)水使用量の削減

(4)自然エネルギーの導入
(５６ｔ-CO2)

(3)公用車の適正利用等
(３７ｔ-CO2)

4-1.直接的に
効果のある取組
(１,１９１t-CO2)

4-2.間接的に
効果のある取組

１０ｔ-CO2

(1)電気使用量削減
(５９２ｔ-CO2)

　　①施設の統廃合

(2)化石燃料使用量の削減
(３４６ｔ-CO2)

２５４ｔ-CO2

(以下、内訳)

２ｔ-CO2

１２２ｔ-CO2

１９７ｔ-CO2

２８ｔ-CO2

１６０ｔ-CO2
(5)施設の統廃合

(１６０ｔ-CO2)



４．１　直接的に温室効果ガス削減に効果のある取り組み

市役所から排出される温室効果ガスの削減に向け、次の取り組みを実施します。

（１）電気使用量削減に関する取り組み

甲賀市では電力使用による温室効果ガスの排出量の割合が高く(61％)、節電が最も重要で

効果的な対策と考えられます。

①スマートオフィス活動による削減

各所属及び職員一人ひとりが、表 4-1-(1)-①-1に示す取り組みを実施します。

（※：各対策によるＣＯ 2削減目標の算定根拠は、第６章－６．３　取り組み内容の算定根

拠　に記載しています。）

　表 4-1-(1)-①-1．電気使用量の削減に関するスマートオフィス活動

１）電気製品の利用

所属

コピー機の省電力モードのある機種については、設定を工夫し、消費電力の削減に努める

プリンター等の機器は共有化を図り、台数を可能な限り削減する

冷蔵庫は横と後ろに十分な隙間をあけて、熱源や直射日光を避けた位置に設置する

ポット、冷蔵庫、テレビ等の家電製品の使用を見直し、可能な限り削減する

自動販売機の台数を見直し、可能な限り削減する

個人

　

PCの省電力モード機能のある機種については、省電力モード設定を徹底する

長時間の離席時、パソコンの電源を切った（短時間の場合、スタンバイ状態にした）

夜間や休日など職員が出勤しない時は主電源を切る

２）冷暖房器具の利用　

所属

冷暖房器具の温度設定は、個別に温度計を設置し、ブラインド等を活用した上で、温度管理を徹

底する

室外機の設置位置の見直しを行う(風通しの良い直射日光が当たらない場所に設置しているか)

エアコンのフィルターや換気扇は定期的に掃除を行なうなど熱効率を下げないように努める

個人

冷暖房時の室温管理は冷房時２８度以上、暖房時１９度以下を徹底する

暖房外気温１０℃以上室温１７℃以上、冷房外気温２９℃以下室温２８℃以下の時はスイッチ

を消す

ブラインドやカーテン、緑のカーテンを上手に活用し、冷暖房効率を上げる

季節に応じた服装(クールビズ・ウォームビズ)を徹底する

３）照明の利用　

所属

使用していない部屋(更衣室・会議室等)やトイレなどは、消灯を徹底する。

日光が良く差し込むよう、窓の前には物を置かないようにする

明るさを保つため、照明器具はよく掃除する

照明点灯の配線位置を考慮して、席の配置位置の見直しをおこなう

個人

明るさが十分な窓際などは消灯を徹底する

昼休みは、仕事中の部署を除いて、消灯を徹底する

廊下など業務に支障のない場所については、間引き消灯を実施する

４）その他

個人
「家庭の日」のノー残業デーを徹底する（毎週水曜日、９日、１９日）

やむを得ない場合を除き、エレベーターは使用しない

対策 ＣＯ２削減目標（※）

①スマートオフィス活動の実施 ３２５ｔ－ＣＯ 2／年（３．０％）
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②高効率照明ランプ、高輝度誘導灯、LED照明への更新

現在使用している照明の種類によって、省エネ対策として変更可能な照明も異なります。例

えば蛍光灯一つとっても、グロー、ラピッド、Hf という３種類の蛍光灯があり、当然のことな

がら削減効果も違いますし、省エネ手法も異なります。また、最近は照明の省エネというと

LED に注目が集まっていますが、特殊反射板付き蛍光灯、セラミックメタルハライドランプ

や無電極ランプなど用途により様々な省エネ照明が存在します。各施設に最適な省エネ照明

に更新します。

対策 ＣＯ 2削減目標

②-1．LEDランプへの交換 ６９ｔ－ＣＯ 2／年（０．７％）

寿命も長く、省エネ効果も高いため、現在主流の省エネ手法です。メーカーにより、色やラン

プ形状などが違います。ホールの展示場の間接照明などから順次更新していきます。
 

　 

　図 4-1-(1)-②-1．LEDランプの交換効果

対策 ＣＯ 2削減目標

②-2．屋外灯のＬＥＤ照明への更新・新設  １３ｔ－ＣＯ 2（０．１％）

市内には市が管理する防犯灯が３，２００あります。これらの蛍光灯防犯灯を

より高効率で長寿命のＬＥＤ（発光ダイオード）型の防犯灯に順次更新します。

図 4-1-(1)-②-1．LED防犯灯への交換による効果

ＬＥＤ型

防犯灯

（新）

蛍光灯

防犯灯

（旧）
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対策 ＣＯ 2削減目標

②-3．特殊反射板付き蛍光灯への交換 １２２ｔ－ＣＯ 2／年（１．１％）

２灯式の蛍光灯器具を特殊な反射板がついた１灯式の器具に変更します。明るさが既存の

蛍光灯と変わらず費用対効果が高いことが特徴です。

水口庁舎を建て替える場合、照明器具を導入すると、これだけの削減効果があります。

対策 ＣＯ 2削減目標

②-4．セラミックメタルハライドランプへの交換 ３５ｔ－ＣＯ 2／年（０．３％）

水銀灯の省エネタイプです。寿命が長いので保守性に優れ、ランプ形状が水銀灯と全く一緒

のため器具がそのまま使用でき、費用対効果の高い省エネ手法です。体育館などの照明器具を

順次更新していきます。

対策 ＣＯ 2削減目標

②-5．高輝度誘導灯への更新 １５ｔ－ＣＯ 2／年（０．１％）

小中学校の避難誘導灯を高輝度誘導灯に更新します。　

③デマンド監視システムの導入による電気使用量の見える化

対策 ＣＯ 2削減目標

③デマンド監視システムの導入による電気使用量の見える化 １０ｔ－ＣＯ 2／年（０．１％）

デマンド監視システムとは、電気の使い過ぎを知らせる仕組みです。30分間毎の使用電力

量をモニタに表示し、現在の消費電力量を元に消費電力量を予測する機能を備えているため、

対策の実施によりピーク電力の抑制(カット)が可能となり基本料金や使用電力量の削減を図

ることができます。

④水中汚水ポンプの高効率･高通過性のポンプへの更新

対策 ＣＯ 2削減目標

④水中汚水ポンプの高効率・高通過性のポンプへの更新 ２ｔ－ＣＯ 2／年（０．０２％）

市内公共下水道のマンホールポンプ施設の水中汚水ポンプを高効率・高通過性のポンプに

更新します。下水には家庭から排出される汚物（異物）が含まれており、現在、マンホールポ

ンプで下水移送用に使われる汚水用水中ポンプは、閉塞を避けるためポンプ効率を犠牲にし

た異物通過性能が良いポンプが使用されています。

ポンプの異物通過性能と揚水性能は相反し、異物通過性能の良いポンプは揚水性能が悪い

というのが通例でしたが、どちらも兼ね備えた水中ポンプが開発されています。

図 4-1-(1)-④左．マンホールポンプ場 図 4-1-(1)-④右．　高効率ポンプの構造　
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（２）化石燃料使用量の削減に関する取り組み

■ヒートポンプ技術の導入

ヒートポンプとは、温度の低い方から高い方へと熱を運びあげることができる機器で、ち

ょうど水を低い所から高い所に押し上げるポンプのような原理で熱を移動させるところか

ら、この名前で呼ばれています。そして、その原動力となるのが電気です。

主に熱源とされるのは空気または水ですが、太陽熱や地熱が利用でき、温排水などの排熱

を再利用できるというメリットもあります。

ヒートポンプの構成は、図のように《膨張弁》・《蒸発器》・《圧縮機》・《凝縮器》とこれらを

結ぶ配管から成っておりこの配管の中を、非常に低い温度でも蒸発する特性を持つ冷媒が循

環しています。

まず、《膨張弁》で圧力を下げられ、温度が低下した冷媒は、より暖かい空気などの熱源から

《蒸発器》で熱を吸収します。その際、蒸発して《圧縮機》に吸い込まれ圧縮され、高温のガスに

なって《凝縮器》に送られます。ここで冷媒は熱を放出して液体になり、さらに《膨張弁》で圧

力を下げられて蒸発器に戻ります。このポンプを回すことにより、空気中の熱を集めること

ができます。

この際に使用する電気は、熱エネルギーとしてではなく、圧縮・膨張の動力源としてのみ

使用し、周辺の空気等から消費電力の約      3  ～  6      倍の熱を移動できるため、温室効果ガス排出量  

とランニングコストを低減させることにつながっています。

図 4-1-(2)-1．　ヒートポンプの仕組み

　ＥＵでは、2009年 6月に施行された「再生可能エネルギー推進に関する指令」において、ヒ

ートポンプによって集めた熱から稼動にかかったエネルギーを引いたものを、「再生可能エ

ネルギー」に定義し、その普及が進められています。

　わが国では、2009年 8月に施行された「エネルギー供給構造高度化法」において、ヒートポ

ンプが利用する「空気の熱」が「再生可能エネルギー」に定義されました。

財団法人  ヒートポンプ・蓄熱センターによると、国内家庭の暖房・給湯全てがヒートポン  

プ機器にかわると、約      5,400      万ｔもの二酸化炭素（ＣＯ      2  ）削減が可能になるという試算がさ  

れています。これは、日本のＣＯ      2      総排出量  （  2008      年度）  の約      5  ％に相当します。  
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　①温室効果ガスの排出の少ない空調設備の導入

水口庁舎及び甲南庁舎のボイラーを、大気熱を利用する高効率な電気ヒートポンプ空調機

に更新すると、これだけの温室効果ガス（ＣＯ 2）が削減できると推計されます。

対策 ＣＯ 2削減目標

①温室効果ガスの排出の少ない空調設備の導入 １２２ｔ－ＣＯ 2／年（１．２％）

②温室効果ガスの排出の少ない給湯設備の導入

学校給食センターや水口医療センター保育園等において、給湯等にＣＯ 2排出係数の高い

化石燃料（重油・灯油）が多く使用されています。大気熱を使用する電気式ヒートポンプ給

湯機器等、エネルギー効率が高く、温室効果ガス（ＣＯ 2）の排出を大幅に抑制することがで

きる機器を導入します。

対策 ＣＯ 2削減目標

②温室効果ガスの排出の少ない給湯設備の導入 １９７ｔ－ＣＯ 2／年（１．８％）

③温室効果ガスの排出の少ない厨房設備の導入

学校給食センターや水口医療センター、保育園の調理室、主に厨房機器等にＣＯ 2排出係数

の高い化石燃料（LPG）が多く使用されています。

ＣＯ 2排出量の大半を占める厨房機器においては、輻射熱が少なく効率の良い電気厨房機

器を導入します。

対策 ＣＯ 2削減目標

③温室効果ガスの排出の少ない厨房設備の導入 ２８ｔ－ＣＯ 2／年（０．３％）

（３）公用車の適正利用等に関する取り組み

自動車の利用は、化石燃料の燃焼による二酸化炭素(ＣＯ 2)の排出の他、排出ガスに含まれ

るメタン(ＣＨ 4)や一酸化二窒素(Ｎ 2Ｏ)の排出にもつながり、温室効果ガスを多く排出しま

す。

①公用車のエコドライブ

各所属及び職員一人ひとりが表 4-1-(3)-①-1に示す取り組みを実施し、燃料使用量を

１０％削減します。

対策 ＣＯ 2削減目標

①公用車のエコドライブ ２９ｔ－ＣＯ 2／年（０．３％）

表 4-1-(3)-①-1．公用車適正利用に関する取り組み

公用車の利用　

所属

公用車の台数の見直しを行い、台数を削減する

エンジンや排気系統、タイヤの空気圧など、公用車の適切な維持管理に努める

ノーカーデーを実施する

個人

出張は公共交通機関を利用する

往復２キロ以内の移動は徒歩や自転車を利用する

複数の人数で出かけるときは相乗りをするなど、燃料使用の効率化を心がける

公用車使用にあたっては、効率の良いルートを検討し、走行距離の削減に努める

公用車の省エネ運転（急発進・急加速・空ふかし・アイドリングは禁止）を徹底する

走行時に窓を開けるなどして、冷房の使用を控える
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②低公害車の導入

甲賀市地域新エネルギービジョンに基づき、公用車の買い替えに合わせ、低公害車の導入を

行い、化石燃料の使用を削減します。

対策 ＣＯ 2削減目標

②低公害車の導入 ８ｔ－ＣＯ 2／年（０．０７％）

（４）自然エネルギーの導入　

　

身近に存在する自然エネルギーを使って発電し、購買電力量を削減する取り組みです。

　

①太陽光発電システムの導入

甲賀市地域新エネルギービジョンに基づき、二酸化炭素を排出しない太陽光発電システム

を公共施設へ導入し、購買電力量を削減します。

対策 ＣＯ 2削減目標

①太陽光発電システム導入　 ３５ｔ－ＣＯ 2／年（０．３％）

②その他自然エネルギーの導入

　甲賀市地域新エネルギービジョンに基づき、二酸化炭素を排出しない自然エネルギーによ

る発電（例：小水力発電※、風力発電）を公共施設へ導入し、購買電力量を削減します。

対策 ＣＯ 2削減目標

②その他自然エネルギー発電の導入　　 ２１ｔ－ＣＯ 2／年（０．１％）

（※）小水力発電とは、水の落差を利用した発電で、100～10,000kWの水力による発電に区

分されていますが、 一般的には比較的小規模なミニ水力、マイクロ水力に区分されるものも

含めた総称として用いられています。

（５）施設の統廃合による削減

　施設を統廃合することにより業務の効率化を図り、温室効果ガス排出量を削減します。

①施設の統廃合による削減

対策 ＣＯ 2削減目標

①施設の統廃合による削減 １６０ｔ－ＣＯ 2／年（１．５％）

（公共施設の廃止、指定管理施設の移管処分、上水道施設の統合、下水道施設の統合）
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４．２　間接的に温室効果ガス削減に効果のある取り組み

　市役所から排出される温室効果ガスの削減に直接つながらない取り組みであり、削減目標

は設定しませんが、社会全体からみて温室効果ガス排出量削減、天然資源の保全など環境負荷

低減に効果のある取り組みを推進します。

（１）廃棄物の減量化・資源化の推進

　分別・処分にかかるエネルギー削減及び資源保全のため、ごみの分別を徹底し、減量化・再

資源化を推進します。

　表 4-2-(1)-1．廃棄物の減量化・資源化の推進に関する取り組み

①廃棄物の減量化・資源化の推進

所属
各課は関連するリサイクル製品等の情報を収集し、積極的に配信し、部局を超えた情報の共有化

に努める

個人 効率の良い資源回収を行なうため、ごみ分別を徹底する

　

（２）物品の適正利用及びグリーン購入の推進

　備品や事務機器、文房具等の事務用品は大切に利用し、購入は最低限に努めます。

購入時は、環境配慮型の製品・サービスの調達を計画的かつ継続的に導入することにより、

グリーン購入に関するマーケットを創出し、環境負荷の少ない持続可能な循環型づくりに貢

献します。

　表 4-2-(2)-1．物品の適正利用及びグリーン購入の推進に関する取り組み

①物品の適正利用及びグリーン購入の推進

所属

備品や事務機器、文房具等の事務用品は、繰り返し使用できるものを購入し、メンテナンスや修

理補修をすることにより長期利用を図る

物品の購入にあたっては、必要最小限に努め、納入業者等と協力して容器包装の簡素化を図る

コピー・プリンター用紙は、原則として再生紙（グリーン認定製品または同等のもの）とする

共通事務消耗品はグリーン化（エコマーク、グリーンマーク認定製品または同等のもの＝グリ

ーン購入）を図る

（３）紙の適正利用と購入量の削減

　紙の購入量を削減するよう、できるだけ両面・裏面印刷を実施します。封筒の再利用、カレ

ンダーの裏を名刺に利用するなど、紙の再利用に努めます。紙の購入もグリーン購入とし、適

切な森林保全、持続可能な循環型社会づくりに貢献します。

　表 4-2-(3)-1． 紙の適正利用と購入量の削減に関する取り組み

①紙の適正利用と購入量の削減
片面コピー済み用紙を（裏面利用するため）ストックするボックスを設置し、適正に活用する

温対法の対象となる廃棄物として、化石燃料由来の「プラスチックごみ」（焼却される

もの）があります。市の事務事業にて分別排出している「プラスチックごみ」は固形燃料

化され、化石代替燃料として有効利用されており、それには該当しません。

一方、「可燃ごみ」については、プラスチックごみを少量含むと考えられます。「可燃ご

み」は、甲賀広域行政組合に処理を委託しているため、本計画の算定対象外ですが、社会全

体の温室効果ガス排出量削減のため、分別・減量を推進します。

なお、生ごみや紙くず等のバイオマス（生物体）起源の廃棄物の焼却に伴う排出は、植

物により大気中から一度吸収された二酸化炭素が再び排出されるものであり、カーボン

バランスは一定である（カーボンニュートラル）と考えられ、算定対象には含めません。
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所属 庁内受け渡し用の封筒は再利用する

個人

不必要な印刷をしないよう、プレビューでチェックしてから印刷する

FAXは表紙を省略するなど、必要最小限にとどめるよう努める

印刷・コピーは原則として両面印刷とする

試し印刷・コピーは使い古しの用紙の裏を利用する

名刺はカレンダーの裏などを有効利用する

所属職員以外が閲覧してはいけない文書のみシュレッダーにかける

（４）水使用量の削減

　水を供給するために、浄水処理・ポンプでの加圧等に多くの電気を消費しています。また、

下水処理場でも、下水を処理するために電気を消費しています。節水をすることで、水道施

設・下水道施設の節電にもつなるため、節水を推進します。

　

（５）公共工事における環境配慮・建築廃材の適正処理

　公共工事は、計画・設計段階において、自然環境の保全、緑化の推進、省資源・省エネ対策、

環境負荷の少ない製品の使用推進等について配慮します。

施行段階・廃棄段階においても、環境保全対策及び建築副産物対策等についての取組を強

化し、環境への負荷を低減します。

　表 4-2-(5)-1．公共工事における環境配慮・建築廃材の適正処理に関する取り組み

①公共工事における環境配慮

所属

市の行なう公共事業にはリサイクル資材など環境に配慮した製品を使用するよう、計画段階か

ら考慮する

工事関係車両には低公害車の利用を推奨する

市有施設の新改築を行なうときは、風通、採熱に優れた設計とし、断熱材を効果的に利用するな

ど、エネルギー効率の良いものを採用する

市有施設のボイラー等の燃焼設備を更新するときは、利便性のみでなく、エネルギー効率の良

いものを採用する

ポンプ等はインバーター制御とするなど、最新の技術情報を元にエネルギー効率の良いものを

検討する

解体・廃棄時を考慮し、温室効果ガスを使用していない建築設備の導入に努める

フロン等を使用しない空調設備や冷蔵庫の導入など

発泡剤にフロン等を使用しない建設用の断熱材の活用など

市有施設の新改築を行なうときは、太陽光発電や太陽熱温水器などの自然エネルギーを活用し

た設備の導入を検討する

廃熱回収やコージェネレーション設備など、新エネルギー利用施設の導入を検討する

雨水を利用した水循環設備など環境負荷の少ない設備の導入を検討する

市有施設の緑化を進める

工事に当たっては、資材を有効活用し、建設廃棄物の発生を極力抑え、分別・リサイクルが徹底

できるよう計画段階から考慮する

②建築廃材の適正処理

所属

工事に当たっては、梱包財の簡素化やコンクリート型枠を使用しない工法（打ち込み型枠等）

の採用に努め、建設廃棄物を抑制する

建設発生土砂の利用しやすい副産物は他事業などで有効に活用できるよう、部署間の情報交換

を徹底するなど相互連携を図る

建設副産物の分別を徹底し、資源化できるように努める

建設廃棄物が適正処理されたことを確認するため、マニフェスト（調査票）制度を徹底する

この取り組みは上下水道施設の電気使用量削減に直接つながりますが、市内全体の水

使用量に対して市役所の水使用量はかなり低い割合で、数値として反映されにくいため、

間接的な取組に位置づけました。
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第５章　計画の実施及び評価

５．１　実施のための推進体制

　本計画の推進・点検にあたっては、甲賀市環境マネジメントシステムの「環境管理組織設置

要領」に基づき、下図に示す体制で行います。

図 5-1-1．【本計画の推進・点検体系】

　上図に示す体制における、推進・点検の役割分担は以下のとおりです。

○最高責任者（市長）

最高責任者は、本計画に基づく温暖化対策の実行に必要な人的資源、専門的な技能及び技

術、資金等の確保を行います。また、本計画の指示・承認を行います。

○副責任者（副市長　教育長）

副責任者は、本計画の実施及び運用にあたり、市長の補佐及び代理をします。

○環境管理会議

甲賀市環境マネジメントシステム（以下、システムといいます。）の総合調整を行います。

システムの実施及び運用に関して、環境管理統括者及び環境管理責任者から付議された重

要な事案を審議し、決定します。その事案には次のものを含みます。

ａ．著しい環境側面並びに環境目的及び目標の決定

ｂ．住民及び職員からの情報のうち、システム見直しに関わって特に重要なもの

ｃ．監視及び測定された環境パフォーマンスの結果の評価

ｄ．所属において発生した不適合のうち、全体に関わる重要なもの

必要な場合には、所属長及び職員に対して、指導又は助言を行うことができます。

最高責任者　（甲賀市長）

副責任者　（副市長　教育長）

環境管理会議

副市長（議長）

教育長（副議長）

各部長・地域市民セン

ター所長・会計管理者

内部監査員

省エネリーダー会議（ハード面）

環境リーダー会議　（ソフト面）

環境管理統括者

（市民環境部長）
環境管理事務局

（生活環境課）

市長部局（指定管理施設含む）

教育委員会（指定管理施設含む）
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○内部監査員

年 1回以上、甲賀市環境マネジメントシステムの適合性及びその内容について内部監査を実

施し、その結果を市長及び所属長に提供します。その中で、温室効果ガス排出量の削減に向けた

取組の実施状況を監査し、指導又は助言を行います。

○環境管理統括者（市民環境部長）

環境管理統括者は、温室効果ガスの排出量の削減目標を設定・改定し、目標達成のための計

画を策定・改定します。また、その実績を最高責任者に報告します。

○環境管理責任者（各部長・地域市民センター所長・会計管理者）

環境管理責任者は、環境管理会議において、システムの継続的改善のための運営に対して積

極的に協力し、会議において審議すべき重要な事案を提供します。また、所管部局における温室

効果ガスの削減対策の責任者として、重要事項を決定し、対策を積極的に実施します。

○環境管理事務局

事務局は温室効果ガス排出量の調査結果及び取り組み状況をとりまとめ、排出量の算定を行

い、公表します。また、地球温暖化対策に係る教育を推進します。

○省エネリーダー会議

省エネリーダー会議は、省エネ法における中長期計画書及び定期報告書の作成並びに組織に

おける情報の交流を図ります。おもに省エネ機器の設置・更新・廃棄等、温暖化対策のハード

面を担当します。

○環境リーダー会議

環境リーダー会議は、甲賀市環境マネジメントシステムの運用について、各部署で適切に運

用され、また、部署間の横断的なコミュニケーションを図るための事項について協議検討しま

す。おもにスマートオフィス活動の運用等、温暖化対策のソフト面を担当します。

５．２　教育研修

　本計画で定める目標達成のためには、地球温暖化やエネルギー等に関する職員一人ひとり

の意識・知識を向上し、有効な対策の選定・実施等による取組の推進が必要です。

そこで、甲賀市環境マネジメントシステムに定める４．４．２「力量、教育訓練及び自覚」お

よび「環境教育実施要領」に基づき、教育研修を実施します。

実施・維持に必要な訓練

（１）施設及び機器の使用方法に関する訓練

（２）環境マネジメントシステムの運用及び監視測定に必要な訓練

（３）手順を順守するための訓練

自覚を促すための教育研修

（１）一般的な環境問題とその解決のために一人ひとりがしなければならないこと

（２）環境方針の内容

（３）システムの意義と必要性

（４）システムの全体的な流れ－ＰＤＣＡサイクル

（５）著しい環境側面の内容と作業改善による環境上の利点

（６）所属ごとの目的及び目標
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（７）職員一人ひとりの役割及び責任

（８）職階に応じた役割及び責任

（９）システム文書の内容

２　環境統括責任者は、必要に応じて、次の教育研修を行う。

（1） 環境管理責任者専門研修

（2） 環境リーダー・省エネリーダー専門研修

（3） 職階別専門研修

（4） 内部監査員養成専門研修

５．３評価（点検・公表等）

（１）調査

　本計画で定めた目標に対する達成状況を把握するために、温室効果ガス排出量及び排出量

削減に向けた取り組みに関して、各所属、施設毎に所属長が「スマートオフィス実績集計表」へ

のデータ入力を行い、事務局にて取りまとめます。

温室効果

ガス

全ての二酸化炭素（ＣＯ 2）、下水処理により発生するメタン(ＣＨ 4)及び一酸

化二窒素（Ｎ 2Ｏ）の３種類とします。

対象部署 公立学校、上下水道施設、指定管理委託施設を含む、甲賀市の全施設とします。

対象項目

調査対象項目は、電気使用量、ガソリン使用量、軽油使用量（公用車燃料、車両除

設備）、ＬＰＧ使用量（家庭用機器、ガス・ガソリン機関）、灯油使用量（家庭用

機器、ディーゼル機関）、重油使用量、終末処理場汚水処理量、農業集落排水処理場

汚水処理量とします。

本計画の対象ではありませんが、温室効果ガスの排出量をできるだけ把握する

ため、浄化槽汚泥引抜量、浄化槽使用人数、公用車台数、公用車走行距離を、また、社

会全体の環境負荷削減のため、可燃ごみ廃棄量、水道使用量、事務用紙購入量を把

握し、「スマートオフィス実績集計表」に入力します。

　なお、排出量算定の際に用いる電気使用量の排出係数は毎年政令で定められる

ところですが、市の取組による増減を適切に評価するため、期間中は統一した数値

を用います。

（２）点検・評価

　調査により入力されたデータは、各所属長により点検を行い、対策します。

　環境管理事務局は排出量の取りまとめ及び算定を行い、環境管理統括者は算定結果を評価

します。

（３）見直し

　評価結果を踏まえて、必要に応じて本計画の見直しを行なうことができるものとします。本

計画の改訂は、環境管理統括者が行ない、必要に応じて環境管理会議に付議します。環境管理

統括者は検討結果を市長に報告し、市長はこれを承認します。

　　調査

(データ入力 )
点検・評価

（所属長）

　取りまとめ

( 環境管理事務局 )
見直し 　公表
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取組項目

・仕組み

　温室効果ガス排出量の算定結果から、目標の達成度が低い場合には、要因分析

を行なったうえで環境リーダー会議及び省エネリーダー会議において新たな効

果的な取組・仕組みを検討します。

目標値

　本計画の対象期間中、施設の改廃ややむを得ないエネルギー消費量の増加等、

不可避な要因によって目標達成が困難となることも考えられます。その際は、環

境管理会議において目標値の見直しを検討します。

（４）公表

環境管理事務局は、本計画及び点検結果や見直しの結果を以下に示す方法で公表します。

内部発信

○環境教育・研修　

本計画第５章５．２に示す環境教育や研修等の場において、職員に対して結

果を公表する。

○庁内共有フォルダ等

庁内の共有フォルダ等に結果を掲載し、全職員がリアルタイムで状況管理・

閲覧ができるものとします。

外部発信

○甲賀市ホームページ（環境報告書）

　市のホームページを活用し、毎年度、環境報告書として公表します。排出量の

算定結果や目標の達成状況、取り組み効果の結果を掲載します。
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第６章　資料編

６．１　排出量算定に係る係数

　本計画及び前計画における温室効果ガス排出量の算定は、地球温暖化対策の推進に関する

法律施行令第 3条に基づき行っており、本市が算定に使用した項目及び係数を示します。

①二酸化炭素（ＣＯ 2）の排出係数

 

 

　(※1) ＬＰＧ　m3から kgへの換算係数＝2.18kg/m3（日本ＬＰガス協会）

　(※2) 可燃ごみ焼却係数 = 2.765 (乾重量ベースの合成繊維排出係数) × 0.288（甲賀広域行政組合

衛生センターにおける H19～H22年度プラスチック類比率） × 0.80 (プラスチックごみの 20%を水分とす

る（平成 16年度　廃棄物の広域移動対策検討調査及び廃棄物等循環利用量実態調査報告書）)

②メタン（ＣＨ 4）の排出係数
　　 

　　　　

本計画の対象項目

前計画の対象項目

＋

26



③一酸化二窒素（Ｎ 2Ｏ）の排出係数
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６．２　前計画と本計画の内容変更による排出量の差

　前計画と本計画の変更内容を下表に示します。

　対象項目「廃棄物の焼却」は、甲賀広域行政組合に委託しており、本計画では対象外とします。

対象ガスは、本計画では全ての二酸化炭素（CO2）、下水処理により発生するメタン(CH4)及

び一酸化二窒素（N2O）の３種類とします。前計画では下水処理以外で発生するメタン(CH4)

及び一酸化二窒素（N2O）についても対象としていましたが、排出割合が１％未満と量が少な

いことから対象外とします。

対象範囲は、平成２２年４月施行の省エネ法改正により、その規制対象範囲となったことと、

また、温室効果ガスを多量に排出していることから、公立学校・指定管理施設・上下水道施設

を新たに対象に含め、温暖化対策・省エネ対策を推進していくものです。

なお、省エネ法改正により、年間エネルギー使用量が 1,500ｋℓ（原油換算）以上である特

定事業者は、エネルギー使用量を把握・報告し、目標に向けた措置等をすることとなり、甲賀

市の市長部局（上下水道部、医療機関、指定管理施設含む）と教育委員会（指定管理施設含

む）が対象となりました。

　

　　表 6-2-1．前計画と本計画の内容変更による温室効果ガス排出量の増減
変更内容 変更項目 前計画 本計画 増減（t-CO2）

対象項目の削除 廃棄物の焼却 対象項目とし、温対
法施行令第３条（平
成２２年３月３日一
部改正）に定める係
数を用いて算定。

廃棄物の焼却は、
広域行政組合に委
託しているため、対
象外。

-46

対象ガスの削除 下水処理以外のCH4・

N2O

全てのCO2・CH4・

N2Oを対象とし、温

対法施行令に定め
る係数を用いて算
定。

対象ガスは全ての
CO2、及び下水処

理に伴うＣＨ4とＮ2

Ｏとし、それ以外は
対象外。

-24

公立学校 +1,197

指定管理施設 +1,145

上下水道施設 +4,252

+6,523
4,157

10,680本計画の平成22年度の温室効果ガス排出量

対象範囲の追加 対象範囲外のた
め、算定しない。

公立学校、指定管
理施設、上下水道
施設を新たに対象
に含める。

小計
前計画の平成22年度の温室効果ガス排出量
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６．３　取り組み内容の算定根拠

（１）直接的に温室効果ガス削減に効果のある取り組み

①スマートオフィス活動による削減

　［算定根拠］

※省エネ法届出（定期報告）年１％以上削減　５年で 5％削減する。

電気使用量 　 22,126   Mwh/年　 ⇒　21,019   Mwh/年（5％削減）

ＣＯ 2 排出量　 6,505 ｔ-CO2/年　 ⇒　 6,180 ｔ-CO2/年（325 ｔ－CO2 削減）　　

②高効率照明ランプ、高輝度誘導灯、LED照明への更新

対策 ＣＯ 2削減目標

②-1．LEDランプへの交換による削減　 ６９ｔ－ＣＯ 2／年（０．７％）

　[算定根拠]

・年間 2,000 時間（1 日平均 5.5 時間）　・電気料金 22 円/kW

（従来型消費電力－更新後消費電力）×設置基数×使用時間／日×使用日数×電気排出係数

(54W-9W)×4,000 個×5h×260÷1,000 = 234,000kWh

234,000kWh×0.294 kg-CO2/kWh  =  68.8 t-CO2 

対策 ＣＯ 2削減目標

②-2．屋外灯のＬＥＤ照明への更新・新設  １３ｔ－ＣＯ 2／年（０．１％）

　［算定根拠］

年間 CO2 排出量差×年間改修施設数×計画年数

(39.6‐13.8)×100 基×5 年 = 12.9 t-CO2　　

対策 ＣＯ 2削減目標

②-3．特殊反射板付き蛍光灯への交換 １２２ｔ－ＣＯ 2／年（１．１％）

　[算定根拠]

事務室照明の特殊反射板付き蛍光灯への交換（40W/台）※50%削減で試算

１灯あたり 80W/台　→　40W/台の消費電力低減

庁舎事務室等 5,000 台

(80-40)W×5000 台×8h×260 日 = 416,000kWh

416,000kwh×0.294 kg-CO2/kWh = 122.3 t-CO2

対策 ＣＯ 2削減目標

②-4．セラミックメタルハライドランプへの交換 ３５ｔ－ＣＯ 2／年（０．３％）

　［算定根拠］

体育館アリーナの照明をセラミックメタルハライドランプ（セラメタ）に交換　

(400W-190W)×860 灯×3 ｈ×220 日 = 119,200kWh

119,200kWh×0.294 kg-CO2/kWh = 35.0 t-CO2

対策 ＣＯ 2削減目標

②-5．高輝度誘導灯への更新 １５ｔ－ＣＯ 2／年（０．１％）

　　［算定根拠］

(20W-5W)×400 灯×24 ｈ×365 日 = 52,560kWh

52,560kWh×0.294 kg-CO2/kWh = 15.4 t-CO2

対策 ＣＯ 2削減目標

①スマートオフィス活動の実施 ３２５ｔ－CO2／年（３．０％）
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③デマンド監視システムの導入による電気使用量の見える化

対策 ＣＯ 2削減目標

③デマンド監視システムの導入による電気使用量の見える化 １０ｔ－ＣＯ 2／年（０．１％）
社会福祉センター、土山地域市民センター他、電気使用量１０％カット

④水中汚水ポンプの高効率･高通過性のポンプへの更新

対策 ＣＯ 2削減目標

④水中汚水ポンプの高効率・高通過性のポンプへの更新 ２ｔ－ＣＯ 2／年（０．０２％）
　［算定根拠］

（従来型消費電力－更新後消費電力）×設置基数×使用時間／日×使用日数×電気排出係数

（1,500W-750W）×20 基×2h×260 日 = 7,800kWh

　 7,800kwh×0.294 kg-CO2/kWh  = 2.3 t-CO2 

（２）化石燃料使用量の削減に関する取り組み

①温室効果ガスの排出の少ない空調設備の導入

　対策 ＣＯ 2削減目標

①温室効果ガスの排出の少ない空調設備の導入 １２２ｔ－ＣＯ 2／年（１．２％）
　［算定根拠]

水口庁舎

水口庁舎における 2010 年度のＡ重油使用量 ＝ 26kL

うち、暖房（ボイラー）20kL　冷房（吸収式冷温水器）6kL

現状の CO2 排出量：A 重油使用量 26kL/年×原単位 2.71 ｔ-CO2/kL ＝ 70.5t-CO  2  /  年  

A 重油の単位発熱量(39.1GJ/kL)及び熱源効率（85％と想定）より空調負荷を想定

想定空調負荷（暖房）：20kL/年×(発熱量) 39.1GJ/kL×(効率)   85％ ＝ 664.7GJ/年

想定空調負荷（冷房）： 6kL/年×(発熱量) 39.1GJ/kL×(効率) 100％ ＝ 234.6GJ/年

想定空調負荷合計　　：664.7GJ/年 ＋ 234.6GJ/年 = 899.3GJ/年

電気式ヒートポンプ空調機（熱源効率 4.0 と想定）を導入した場合の電気使用量とその CO2 排出量は、

電気使用量　：899.3GJ/年÷効率 4.0÷単位換算 3.6GJ/MWh = 62.5MWh/年

CO2 排出量　：62.5MWh/年×0.294 t-CO2/MWh = 18.4t-CO  2  /  年  

ヒートポンプ空調機を導入した場合の CO2 削減量は、

CO2 削減量：70.5tCO  2  /  年   - 18.4 tCO  2  /  年   = ▲  52.1t-CO  2  /  年の削減  

甲南庁舎

甲南庁舎における 2010 年度の灯油使用量 ＝ 39kL

うち、暖房（ボイラー）16kL　冷房（吸収式冷温水器）23kL

現状の CO2 排出量：39kL/年×原単位 2.49 ｔ-CO2/kL ＝ 97.1t-CO  2  /  年  

灯油の単位発熱量(36.7GJ/kL)及び熱源効率（85％と想定）より空調負荷を想定

想定空調負荷（暖房）：16kL/年×(発熱量) 36.7kL×(効率)   85％ ＝ 499.1GJ/年

想定空調負荷（冷房）：23kL/年×(発熱量) 36.7kL×(効率) 100％ ＝ 844.1GJ/年

想定空調負荷合計　　：499.1GJ/年 ＋ 844.1GJ/年 = 1343.2GJ/年

電気式ヒートポンプ空調機（熱源効率 4.0 と想定）を導入した場合の電気使用量とその CO2 排出量は、

電気使用量　：1343.2GJ/年÷効率 4.0÷単位換算 3.6GJ/MWh = 93.3MWh/年

CO2 排出量　：93.3MWh/年×0.294t-CO2/MWh = 27.4t-CO  2  /  年  

ヒートポンプ空調機を導入した場合の CO2 削減量は、

CO2 削減量：97.1tCO  2  /  年   - 27.4 tCO  2  /  年   = ▲69.7t  -CO  2  /  年の削減  
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②温室効果ガスの排出の少ない給湯設備の導入

対策 ＣＯ 2削減目標

②温室効果ガスの排出の少ない給湯設備の導入 １９７ｔ－ＣＯ 2／年（１．８％）
　［算定根拠］

学校給食センター

水口学校給食センターにおける 2010 年度のＡ重油使用量 ＝ 75.2kL

現状の CO2 排出量：75.2kL/年×原単位 2.71 ｔ-CO2/kL ＝ 203.8t-CO  2  /  年  

A 重油の単位発熱量(39.1GJ/kL)及び熱源効率（85％と想定）より給湯負荷を想定

想定給湯負荷：75.2kL/年×発熱量 39.1kL×効率 85％　＝ 2500 GJ/年

電気式給湯機（熱源効率 4.0 と想定）を導入した場合の電気使用量とその CO2 排出量は、

電気使用量　：2500 GJ/年÷効率 4.0÷単位換算 3.6GJ/MWh = 173.6MWh/年

CO2 排出量　：173.6MWh/年×0.294t-CO2/MWh = 51.0t-CO  2  /  年  

電気式給湯機を導入した場合の CO2 削減量は、

CO2 削減量：203.8tCO  2  /  年   - 51.0 tCO  2  /  年   = ▲152.8t-CO  2  /  年の削減  

信楽学校給食センターにおける 2010 年度の灯油使用量 ＝ 10.6kL

現状の CO2 排出量：10.6kL/年×原単位 2.49 ｔ-CO2/kL ＝ 26.4t-CO  2  /  年  

灯油の単位発熱量(36.7GJ/kL)及び熱源効率（85％と想定）より空調負荷を想定

想定給湯負荷：10.6kL/年×発熱量 36.7kL×効率 85％ ＝ 330.6GJ/年

電気式給湯機（熱源効率 4.0 と想定）を導入した場合の電気使用量とその CO2 排出量は、

電気使用量　：330.6GJ/年÷効率 4.0÷単位換算 3.6GJ/MWh = 23.0MWh/年

CO2 排出量　：23.0MWh/年×0.294t-CO2/MWh = 6.8t-CO2/  年  

電気式給湯機を導入した場合の CO2 削減量は、

CO2 削減量：26.4tCO  2  /  年   - 6.8 tCO2/  年   = ▲19.6t-CO  2  /  年の削減  

水口医療センター

水口医療センターにおける 2010 年度のＡ重油使用量 ＝ 12kL

現状の CO2 排出量：12kL/年×原単位 2.71 ｔ-CO2/kL ＝ 32.5t-CO  2  /  年  

A 重油の単位発熱量(39.1GJ/kL)及び熱源効率（85％と想定）より給湯負荷を想定

想定給湯負荷：12kL/年×発熱量 39.1kL×効率 85％ ＝ 398.8GJ/年

電気式給湯機（熱源効率 4.0 と想定）を導入した場合の電気使用量とその CO2 排出量は、

電気使用量　：398.8GJ/年÷効率 4.0÷単位換算 3.6GJ/MWh = 27.7MWh/年

CO2 排出量　：27.7MWh/年×0.294t-CO2/MWh = 8.1t-CO  2  /  年  

電気式給湯機を導入した場合の CO2 削減量は、

CO2 削減量：32.5tCO  2  /  年   - 8.1 tCO  2  /  年   = ▲24.4t-CO  2  /  年の削減  

③温室効果ガスの排出の少ない厨房設備の導入

対策 ＣＯ 2削減目標

③温室効果ガスの排出の少ない厨房設備の導入 ２８ｔ－ＣＯ 2／年（０．３％）
　［算定根拠］

各施設の 2010 年度における LPG 使用量 = 12.1千㎥/年

現状の CO2 排出量：12.1千㎥/年×原単位 6.54t-CO2/kL = 79.1t-CO  2  /  年  

LPG の単位発熱量(104.1GJ/kL)及びガス厨房機器の効率（40％と想定）より厨房負荷を想定

想定厨房負荷：12.1千㎥/×発熱量 104.1GJ/kL×40％ = 503.8GJ/年

電気式厨房機器（厨房機器効率 80％と想定）を導入した場合の電気使用量とその CO2 排出量は、

電気使用量：503.8GJ/年÷効率 80％÷単位換算 3.6GJ/MWh = 174.9MWh/年

CO2 排出量：174.9MWh/年×0.294t-CO2/MWh = 51.4t-CO  2  /  年  

電気式厨房機器を導入した場合の CO2 削減量は、

CO2 削減量：79.1t-CO  2  /  年   - 51.4 t-CO  2  /  年   = ▲27.7 t-CO  2  /  年  
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（３）公用車の適正利用等に関する取り組み

①公用車のエコドライブ

対策 ＣＯ 2削減目標

①公用車のエコドライブ ２９ｔ－ＣＯ 2／年（０．３％）
　［算定根拠］

ガソリン使用量　107,963L/年　 　⇒　 97,166L/年

ＣＯ 2 排出量　　250,690kg-CO2　⇒　225,620kg-CO2（-25,070kg-CO2）

軽油使用量　　　14,315L/年　　　⇒　12,883L/年

ＣＯ 2 排出量　　37,000kg-CO2　 ⇒    33,300kg-CO2  （-3,700kg-CO2)

②低公害車の導入

対策 ＣＯ 2削減目標

②低公害車の導入 ８ｔ－ＣＯ 2／年（０．０７％）
　［算定根拠］

平成２２年度における公用車１台あたりのガソリン使用量　

　107,963L/年÷285 台 = 380L/年

燃費が 30％向上すると仮定したガソリン使用量の削減量　385 L×0.3×30 台 = 3,465L

低公害車導入によるＣＯ 2 の削減量  3,465L×2.322kg-CO2/L = 8.045t－CO2

（４）自然エネルギーの導入　

　

①太陽光発電システム

対策 ＣＯ 2削減目標

①太陽光発電システム導入 ３５ｔ－ＣＯ 2／年（０．３％）
　［算定根拠］

太陽電池容量 1kWシステム当たりの年間発電量は約 1,000kWh /kW

120kW を導入すると　1,000kWh/kW×120kW×0.294kg-CO2/kWh = 35.3 t-CO2

②その他自然エネルギー発電

対策 ＣＯ 2削減目標

②その他自然エネルギー発電の導入　　 ２１ｔ－ＣＯ 2／年（０．１％）
　［算定根拠］

小水力発電（10kW）の導入を仮定：10kw×24h×365 日×発電効率 0.80 = 70.1 MWh

　70.1 MWh×0.294 t-CO2/MWh = 20.6 t- CO2

（５）施設の統廃合による削減

　施設を統廃合することにより業務の効率化を図り、温室効果ガス排出量を削減します。

①施設の統廃合による削減

対策 ＣＯ 2削減目標

①施設の統廃合による削減 １６０ｔ－ＣＯ 2／年（１．５％）

　［算定根拠］

（公共施設の廃止  　 １５ t- CO2、指定管理施設の移管処分　１５ t- CO2）

（上水道施設の統合　１９ t- CO2、下水道施設の統合　　 　　１１１ t- CO2）
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